
【ポイント】注：［ ］内は、別添資料の該当ページ

１ 総合労働相談件数は前年度比「増」で高止まり。

・ 総合労働相談件数は平成30年以降５千件を超え高止まり［Ｐ.４－１（１）］

２ 民事上の個別労働関係紛争における相談件数では、労働条件引き下げ（賃下げ等）と自己都合

退職（主に退職を希望する趣旨のもの）の増加が目立つ。

解雇、いじめ・嫌がらせ※5 の相談件数は前年度と比較して大きく減少。

・ 民事上の個別労働関係紛争の相談件数について、労働条件引き下げが前年度比33.5%増、

自己都合退職の相談は前年度比17.2%増。

・ 労働条件引き下げは過去10年で最多。

自己都合退職は相談件数トップで過去10年中においても高水準。

これらが相談件数全体に占める割合は過去10年で最高クラス［Ｐ.５～６］

・ 助言指導申出内容においても、自己都合退職は申出件数が前年度比で２倍超［Ｐ.８］

・ 解雇に関する相談は前年度比29.1％減、いじめ・嫌がらせの相談は38.6％減

いじめ・嫌がらせの相談件数は過去10年で最少 ［Ｐ.５］
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「令和６年度個別労働紛争解決制度の施行状況」を公表します

～「労働条件引き下げ」の相談が増加し、過去10年で最多に～

鳥取労働局（局長 山下 禎博）は、このたび「令和６年度個別労働紛争解決制度の施行
状況」をまとめましたので、公表します。

鳥取労働局では、県内４か所に総合労働相談コーナーを設け、労働者、事業主から労働条
件や職場環境などに関する「総合労働相談※１」を受け、労働局長による「助言・指導※２」
や紛争調整委員会による「あっせん※３」を行うことにより、職場のトラブルを未然に防止
して迅速な解決を図る制度を実施しています（個別労働紛争解決制度）。

今回の施行状況を受けて、鳥取労働局は、労働相談への適切な対応に努めるとともに、助
言・指導およびあっせんの運用を的確に行うなど、引き続き、個別労働紛争の未然防止と迅
速な解決に向けて取り組んでいきます。
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前年度比件数（括弧は前年度）内 容

＋19.7％6,481件（5,413件）総合労働相談

＋26.5％
▲5.7％

5,507件（4,352件）
1,750件（1,856件）

法制度問い合わせ、法違反が疑われる相談
民事上の個別労働関係紛争相談※４

内 訳
延べ数

＋3.8％55件（53件）助言・指導申出

▲47.4％10件（19件）あっせん申請

※１～５については次頁をご参照ください



- 2 -

※１ 「総合労働相談」

鳥取労働局、鳥取労働基準監督署、倉吉労働基準監督署、米子労働基準監督署に、あらゆる

労働問題に関する相談にワンストップで対応するための総合労働相談コーナーを設置し、専門

の相談員が対応している。

なお、平成28年度から、都道府県労働局の組織見直しにより「雇用環境・均等（部）室」が

設置され、これまで「雇用均等室」で対応していた男女雇用機会均等法等に関しても一体的に

労働相談として対応することになったため、それらの相談件数も計上されている。

※２ 「助言・指導」

民事上の個別労働関係紛争について、都道府県労働局長が、紛争当事者に対して解決の方向

を示すことで、紛争当事者の自主的な解決を促進する制度。助言は、当事者の話し合いを促進

するよう口頭または文書で行うものであり、指導は、当事者のいずれかに問題がある場合に問

題点を指摘し、解決の方向性を文書で示すもの。

※３ 「あっせん」

都道府県労働局に設置されている紛争調整委員会のあっせん委員（弁護士や大学教授など労

働問題の専門家）が紛争当事者の間に入って話し合いを促進することにより、紛争の解決を図

る制度。

※４ 「民事上の個別関係労働紛争」

労働条件その他労働関係に関する事項についての個々の労働者と事業主との間の紛争（労働

基準法等の違反に関するものを除く）。

※５ 令和４年４月の改正労働施策総合推進法の全面施行に伴い、同法に規定する職場におけるパ

ワーハラスメント（注）に関する相談については同法に基づき対応されるため、「総合労働相

談」のうち「法制度の問い合わせ」や「労働基準法等の違反の疑いがあるもの」として計上さ

れ、「民事上の個別労働紛争（のいじめ・嫌がらせ）」の相談件数には計上されていない。同

じく、同法に規定する紛争について、その解決の援助の申立や調停の申請があった場合には、

同法に基づき対応している。

同法に関する相談件数等の施行状況については、以下の厚生労働省ウェブサイトを参照。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000167772.html

（注）職場におけるパワーハラスメントとは、職場において行われる、以下①～③の要素を

全て満たすものをいう。

①優越的な関係を背景とした言動であって、

②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、

③労働者の就業環境が害されるもの

［参考］令和６年度における同法に関する相談件数等

相談件数：690件（前年度541件）

紛争解決援助（年度内終了件数）：21件 調停（年度内終了件数）：８件

【別添】

別添１：個別労働紛争解決制度の枠組み

別添２：令和６年度個別労働紛争解決制度の運用状況

別添３：令和６年度の助言・指導とあっせんの事例

（参考）個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の概要



令和６年度総合労働相談件数 （人数）

6,481件

個別労働紛争解決制度の枠組み 別添１

関係機関

●都道府県
・労政主管事務所
・労働委員会

●裁判所

●法テラス 等

情報提供
連携

労働基準監督署
公共職業安定所
雇用環境･均等部(室)

関係法令に基づく
行政指導等

情報提供
連携

※１ １回で複数の内容にまたがる相談、申出、申請が行われた場合には、複数の内容を件数に計上している。

※２ 労働施策総合推進法の施行状況については、Ｐ２の※５を参照。

※３ それぞれの処理件数は、年度内に処理が完了した件数で、当該年度以前に申出または申請があったものを含む。

うち、●法制度問い合わせ
法違反が疑われる相談

（５，５０７件）

紛争調整委員会によるあっせん
●申請件数（１０件）

①雇止め・・・・・・・・・ 3件

②解雇/退職勧奨・・・・・各2件

③出 向・配置 転 換・・・・・ １件

●処理件数（11件） ※３

合意の成立（5件）

取り下げ（0件）・打ち切り（6件）

その他（0件）
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【個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第３条】

相談者

【個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第５条】

労働局長による助言･指導

●申出件数（５５件）
①労働条件引き下げ/雇用管理等・・・各19件

②退職勧奨/自己都合退職・・・・・・ 各8件

③いじめ・嫌がらせ・・・・・・・・・・5件

●処理件数（４６件） ※３

助言・指導の実施（44件）

取り下げ（0件）・打ち切り（2件）

その他（0件）

【個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第４条】

申出 申請

申請

内訳 内訳

●民事上の個別労働関係紛争相談 ※２

(1,750件)

① 自己都合退職 ………  389件
② 労働条件引下げ……   299件
③ 解雇 …………………  229件

内訳

※1 ※1

※1

総合労働相談コーナー
鳥取労働局と各労働基準監督署に設置｜県内４か所

※1

相談など本制度の利用は無料
本制度を労働者が利用したことによる不利益な取扱いの禁止



（１）相談件数の推移（10年間）

自己都合退職
389 (17.4%)

労働条件引き下げ

299 (13.4%)

解雇
229 (10.2%)

いじめ嫌がらせ

202 (9.0%)

退職勧奨

198 

(8.9%)

相談内容
ほか
919 

(41.1%)

（3.8％）85雇止め

（2.7％）61出向・配置転換

（5.1％）113 雇用管理等

（1.1％）25募集・採用

（0.5％）12採用内定取り消し

（17.0％）381その他の労働条件

(10.8％)242その他

令和６年度
民事上の個別労働関係紛争

内訳延べ相談件数

計2,236件

（２）民事上の個別労働関係紛争｜相談内容別の件数

※ （ ）内は、内訳延べ相談件数に占める割合。四捨五入により端数処理しているため、割合の合計は、100％に
ならないことがある。なお、内訳延べ相談件数は、１回の相談で複数の内容にまたがる相談が行われた場合に、
複数の相談内容を件数として計上したもの。

4,132 
4,933 4,986 5,254 

6,300 

7,220 
6,588 

5,866 
5,413 

6,481 

1,572 1,732 1,787 1,807 1,795 
2,323 2,234 

1,534 1,856 1,750 

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 3年度 4年度 5年度 6年度

総合労働相談件数 民事上の個別労働紛争相談件数

別添２
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令和６年度個別労働紛争解決制度の運用状況

【内訳】

１ 総合労働相談

※「その他の労働条件」とは、休暇の取得抑制など

他の区分に分類されない労働条件
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27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

（ ）内は対前年度比

※
いじめ・嫌がらせ
202件（▲38.6%)

解雇
229件（▲29.1%）

自己都合退職
389件（+17.2%）

労働条件の引き下げ
299件（+33.5%）

退職勧奨
198件（▲2.0％）

（３）民事上の個別労働紛争｜主な相談内容別の件数推移（10年間）

※ （ ）内は合計件数に占める割合。四捨五入により端数処理しているため、割合の合計は100％にならないこと
がある。

（４）民事上の個別労働紛争｜就労形態別の件数

正社員
755 

(43.1%)

短時間労働者
269 

(15.4%)

有期雇用労働者
203 

(11.6%)

派遣労働者
21 

(1.2%)

その他・不明
502 

(28.7%)

令和６年度
民事上の個別労働関係紛争

相談件数

計1,750件
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相談者の種類

労働者 1,391（79.5％）
事業主 237（13.5％）

その他 122（7.0％）

※事業主からの相談は、相談対象の
労働者の就労形態を計上している。

※ 令和４年４月の改正労働施策総合推進法の全面施行に伴い、（これまで「いじめ・嫌がらせ」に含まれ
ていた）同法上のパワーハラスメントに関する相談は全て（同法に基づく対応となり）別途集計するこ
ととなったため、令和３年度以前と令和４年度以降では集計対象に大きな差異がある。労働施策総合推
進法に関する相談件数は、Ｐ２の※５を参照。

（件）
令和６年度件数

（前年度比）



※ 年度ごとに上段が件数（単位：件）、下段が相談内容の内訳延べ件数に占める割合（単位：％）。四捨五入によ
り端数処理しているため、割合の合計は100％にならないことがある。なお、内訳延べ件数は、１回の相談で複
数の内容にまたがる相談が行われた場合に、複数の相談内容を件数として計上したもの。

合計件数
その他・

不明
有期雇用
労働者

派遣労働者
短時間
労働者

正社員

1,572 765 114 24 189 480 27年度

10026.010.52.217.344.0
1,732 813 165 32 222 500 28年度

10027.913.02.517.439.2
1,787 996 177 21 186 407 29年度

10033.214.91.815.734.3
1,807 974 197 31 192 413 30年度

10036.115.12.414.731.7
1,795 964 182 36 176 437 元年度

10036.513.92.813.533.4
2,323 1,195 271 32 258 567 2年度

10035.115.61.814.832.6
2,2341,220 206 19 206 583 ３年度

10039.112.41.112.435.0
1,534 525 171 20 214 604 ４年度

10034.211.11.314.039.4
1,85669620118241700５年度

10037.510.81.013.037.7
175050220321269755６年度

10028.711.61.215.443.1

※ 年度ごとに上段が件数（単位：件）、下段が合計件数に占める割合（単位：％）。四捨五入により端数処理し
ているため、割合の合計は100％にならないことがある。

【参考】第１表 民事上の個別労働紛争相談件数の推移（相談内容別）
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【参考】第２表 民事上の個別労働紛争相談件数の推移（就労形態別）

内訳延べ
件数

その他
募集・
採用

雇用
管理等

いじめ・
嫌がらせ

その他の
労働条件

労働条件
引き下げ

出向・
配置転換

自己都合
退職

採用内定
取消

退職勧奨雇止め解雇

3,066652323750531724380488171816944527年度

10021.31.01.216.510.37.92.615.90.65.92.314.5
2,088519221938720013649320151135025828年度

10024.91.10.918.59.66.52.315.30.75.42.412.4
2,14849823283213011816032015985824529年度

10023.21.11.314.914.08.42.814.90.74.62.711.4
2,22338718344433092137132041165625230年度

10017.40.81.519.913.99.63.214.40.25.22.511.3
2,517499763250825220582346512846338元年度

10019.83.01.320.210.08.13.313.70.25.11.813.4
3,1395573850726306279934081014985438２年度

10017.71.21.623.19.88.93.0130.34.72.714.0
2,998587434070231124479391617689330３年度

10019.61.41.323.410.48.12.613.00.25.93.011.0
1,826190252525926418777327514188238４年度

10010.41.41.414.214.510.24.217.90.37.74.813.0
2,353247526032942922469332820278323５年度

10010.52.22.514.018.29.52.914.10.38.63.313.7
223624225113202381299613891219885229６年度

10010.81.15.19.017.013.42.717.40.58.93.810.2
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※ ( )内は内訳延べ申出件数に占める割合。四捨五入により端数処理しているため、割合の合計は100％にならな
いことがある。なお、内訳延べ申出件数は、１件の申出で複数の内容にまたがる申出が行われた場合に、複数の
申出内容を件数として計上したもの。

（１）申出件数の推移（10年間）

労働条件引き下げ

（19）(19.0%)

雇用管理改善等（19 ）

(19.0%)

自己都合退職（８）

(8.0%)

退職勧奨（8 ）

(8.0%)

ほか（46）(46.0%)

（内訳）

解雇（２）、出向・配転（１）、懲戒処分（１）

内定取消（１）、雇止め（３）、募集・採用（１）

定年（１）、いじめ・嫌がらせ（５）、人事評価（１）

賠償（１）、その他の労働条件（27）、その他（２）
令和６年度

労働局長の助言・指導

内訳延べ申出件数

計100件
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（２）申出内容別の件数

（件）

２ 都道府県労働局長による助言・指導



（３）主な申出内容別の件数推移（10年間）

※ ( )内は合計件数に占める割合。四捨五入により端数処理しているため、合計は100％にならないことがある。

（４）就労形態別の申出件数

正社員
28 

(50.9%)

短時間労働者
10 

(18.2%)

有期雇用労働者
7 

(12.7%)

派遣労働者
0 

(0.0%)

その他・不明
10 

(18.2%)

令和６年度
労働局長の助言・指導

申出件数

計55件

※ 令和４年４月の改正労働施策総合推進法の全面施行に伴い、（これまで「いじめ・嫌がらせ」に含まれてい
た）同法上のパワーハラスメントに関する紛争は全て（同法に基づく紛争解決援助の対象となり）別途集計する
こととなったため、令和３年度以前と令和４年度以降では集計対象に大きな差異がある。労働施策総合推進法に
基づく援助申立件数は、Ｐ２の※５を参照。

申出人の種類

労働者 55（100％）
事業主 0   （ 0％）
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（ ）内は対前年度比

令和６年度件数
（前年度比）

いじめ・嫌がらせ
5件（+66.7％）

労働条件の引き下げ
19件（+111.1%）

退職勧奨
8件（+100.0％）

自己都合退職
8件（+166.7%）

解雇
2件（▲50.0%）

※

（件）



処理終了件数 46件

その他打ち切り取り下げ助言・指導の実施

0件
（0.0％）

2件
（4.3％）

0件
（0.0％）

44件
（95.7％）
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（５）助言・指導の流れと処理状況

※（ ）内は処理終了件数46件に占める比率

助言・指導

の申出

うち１か月以内に処理
44件（95.7％）



※ ( )内は内訳延べ申請件数に占める割合。四捨五入により端数処理しているため、割合の合計は100％にならな
いことがある。なお、内訳延べ申請件数は、１件の申請で複数の内容にまたがる申請が行われた場合に、複数
の申請内容を件数として計上したもの。

（２）申請内容別の件数

雇止め
3 

(27.3%)

その他の労働条件
3 

(27.3%)

解雇
2 

(18.2%)

退職勧奨
2 

(18.2%)

出向・配置転換
1 

(9.1%)

令和６年度
紛争調整委員会による

あっせん

内訳延べ申請件数

計11件
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27年

度

28年

度

29年

度

30年

度

元年

度

２年

度

３年

度
4年度 5年度 6年度

あっせん 32 17 24 24 28 28 18 11 19 10

32

17

24 24

28 28

18

11

19

10

0

5

10

15

20

25

30

35

（１）申請件数の推移（10年間）
（件）

３ 紛争調整委員会によるあっせん

※ 令和４年４月の改正労
働施策総合推進法の全面
施行に伴い、それまで
「いじめ・嫌がらせ」に
含まれていた同法上のパ
ワーハラスメントに関す
る紛争は全て同法に基づ
く紛争解決援助の対象と
なり）別途集計すること
となった。

調停の状況はP13参照



※ ( )内は合計件数に占める割合。四捨五入により端数処理しているため、割合の合計が100％にならないことが
ある。

（４）就労形態別の申請件数

正社員
4 

(40.0%)

短時間労働者
1 (10.0%)

有期雇用労働者
5 (50.0%)

その他・不明
0 (0.0%)

令和６年度
紛争調整委員会による

あっせん

申請件数

計10件
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（３）主な申請内容別の件数推移（10年間）

申請人の種類

労働者 ８（80.0％）
事業主 ０（ 0.0％）
労使双方 ２（20.0％）

※事業主からのあっせんの申請は、
紛争対象の労働者の就労形態を計上。
令和６年度に対象事案なし。

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 4年度 5年度 6年度

（ ）内は対前年度比

令和６年度件数
（前年度比）

いじめ・嫌がらせ
0件（前年度３件）

解雇
２件（▲50.0%）

雇止め
3件（+200%）

労働条件の引き下げ
0件（前年度0件）

退職勧奨
2件（前年度０件）

※

※ 令和４年４月の改正労働施策総合推進法の全面施行に伴い、（これまで「いじめ・嫌がらせ」に含まれてい
た）同法上のパワーハラスメントに関する紛争は全て（同法に基づく調停の対象となり）別途集計することと
なったため、令和３年度以前と令和４年度以降では集計対象に大きな差異がある。労働施策総合推進法に基づく
調停申請受理件数は、Ｐ２の※５を参照。

（件）



うち２か月以内に処理
10件（90.9％）

処理終了件数 11件

（５）あっせん手続きの流れと処理状況
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※（ ）内は処理終了件数に占める割合（小数点端数処理の関係で合計100％とならないものがある）

都道府県労働局長が紛争調整委員会へあっせんを委任

紛争当事者一方または双方からのあっせん申請

あっせんの開始通知
あっせん参加・不参加の意思確認

紛争当事者の双方が参加
あっせんの開催

7件
（63.6％）

紛争当事者の一方が不参加

4件
（36.4％）

【参考】第５表 紛争当事者双方のあっせん参加率の推移（10年間）

【参考】第６表 あっせんにおける合意率の推移（10年間）

他の紛争解決
・相談機関の

情報提供

合意の成立

５件

（45.5％）
合意せず

打ち切り

６件
（54.5％）

取り下げ 0件（0％） その他 0件（0％）

あ
っ
せ
ん
を
開
催
せ
ず
に
合
意

0件
（0％）

■紛争当事者双方のあっせん参加件数／処理終了件数

６年度5年度4年度3年度２年度元年度30年度29年度28年度27年度

63.6%50.0％72.7％100%77.8%85.1%72.7%80.8%52.9%64.7%

■合意成立件数／処理終了件数

６年度5年度4年度3年度２年度元年度30年度29年度28年度27年度

45.5%50.0％72.7％56.3%59.2%62.9%59.0%65.4%52.9%44.1%

■あっせん開催による合意成立件数／紛争当事者双方のあっせん参加件数

６年度5年度4年度3年度２年度元年度30年度29年度28年度27年度

71.4%80.0％87.5％56.3%76.2%73.9%81.3%81.0%100%68.2%



うち３か月以内に処理
８件（100％）

処理終了件数 ８件

【参考】令和6年度
労働施策総合推進法の調停（パワハラ関係）手続きの流れと処理状況等
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都道府県労働局長が紛争調整委員会へ調停を委任

紛争当事者一方または双方からの調停申請

調停の開始通知
調停参加・不参加

紛争当事者の双方が参加
調停の開催

８件
（100％）

紛争当事者の一方が不参加

0件

（0.0%）

他の紛争解決
・相談機関の

情報提供

合意の成立

6件

（75.0％）

合意せず
2件

（25.0%）

打ち切り

2件

（25.0%）

取り下げ 0件（0％） その他 0件（0％）

調
停
を
開
催
せ
ず
に
合
意

0件
（0％）

あっせんと調停の処理状況全体

■あっせん・調停参加件数／処理終了件数・・・ ７８.９%（１５件／１９件）

■合意成立件数／処理終了件数・・・５７．９％（１１件／１９件）

■あっせん・調停参加時の合意件数
／あっせん・調停参加件数・・・７３．３％（１１件／１５件）

※ 令和４年４月の改正労働施策総合推進法の全面施行に伴い、それまで「いじめ・嫌がらせ」に含まれていた
同法上のパワーハラスメントに関する紛争は全て同法に基づく調停の対象となっている。



（令和6年４月１日～令和7年３月31日）
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４ 令和６年度個別労働紛争解決制度 総括表

件６，４８１１．総合労働相談コーナーに寄せられた相談

①相談者の種類

件1,043その他件1,743事業主件3,695労働者

）16.1%（）26.9%（）57.0%（

件21 外国人のうち、件116 相談者のうち、外国人

）0.3%（技能実習生）1.8%（

件になる。７，５５６※ 内訳が複数にまたがる事案もあるため、合計が②相談の内訳

法制度照会、法違反が疑われる相談 5,507件 （72.9%）

民事上の個別労働紛争に関する相談 1,750件 （23.2%） その他 299件 （4.0%）

件１，７５０２．民事上の個別労働紛争に関する相談の件数

①相談者の種類

件122その他件237事業主件1,391 労働者

）7.0%（）13.5%（）79.5%（

②労働者の就労状況

件21 派遣労働者件269短時間労働者件755 正社員

）1.2%（）15.4%（）43.1%（

件502 その他・不明件203 有期雇用労働者

）28.7%（）11.6%（

件になる。２，２３６※ 内訳が複数にまたがる事案もあるため、合計が③紛争の内容

件43 懲戒解雇件18 整理解雇件168 普通解雇

）1.9%（）0.8%（）7.5%（

件12 採用内定取り消し件198 退職勧奨件85 雇止め

）0.5%（）8.9%（）3.8%（

件299労働条件の
引き下げ

件61 出向・配置転換件389 自己都合退職

）13.4%（）2.7%（）17.4%（

件113 雇用管理等件202 いじめ・嫌がらせ件381 その他の労働条件

）5.1%（）9.0%（）17.0%（

件242 その他件25 募集・採用

）10.8%（）1.1%（

３．都道府県労働局長による助言・指導の件数

件５５（１）申出件数

①申出人の種類

件0 事業主件55 労働者

）0%（）100%（

②労働者の就労状況

件0 派遣労働者件10 短時間労働者件28 正社員

）0.0%（）18.2%（）50.9%（

件10 その他・不明件7 有期雇用労働者

）18.2%（）12.7%（

件になる。１００※ 内訳が複数にまたがる事案もあるため、合計が③紛争の内容

件1 懲戒解雇件0 整理解雇件1 普通解雇

）1.0%（）0.0%（）1.0%（

件1 採用内定取り消し件8 退職勧奨件3 雇止め

）1.0%（）8.0%（）3.0%（

件19 労働条件の
引き下げ

件1 出向・配置転換件8 自己都合退職

）19.0%（）1.0%（）8.0%（

件19 雇用管理等件5 いじめ・嫌がらせ件27 その他の労働条件

）19.0%（）5.0%（）27.0%（

件6 その他件1 募集・採用

）6.0%（）1.0%（

件４６（２）処理件数

①処理の区分

件0 指導を実施件44 助言を実施

）0.0%（）95.7%（

件0 その他件2 打ち切り件0 取り下げ

）0.0%（）4.3%（）0.0%（
②処理の期間

件0 ２か月超件2 １ヶ月を超えて
２か月以内

件44 １か月以内

）0.0%（）4.3%（）95.7%（

※ ( )内は各合計件数に占める割合。四捨五入により端数処理しているため、割合の合計は100％にならないことがある。



※ ( )内は各合計件数に占める割合。四捨五入により端数処理しているため、割合の合計は100％にならないことがある。
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４.紛争調整委員会によるあっせんの件数

件１０（１）申請件数

①申請人の種類

件２労使双方件0 事業主件８労働者

）20.0%（）0.0%（）80.0%（

②労働者の就労状況

件0 派遣労働者件1 短時間労働者件4 正社員

）0.0%（）10.0%（）40.0%（

件0 その他・不明件5 有期雇用労働者

）0.0%（）50.0%（

件になる。１１※ 内訳が複数にまたがる事案は無いため、合計が③紛争の内容

件0 懲戒解雇件0 整理解雇件2 普通解雇

）0.0%（）0.0%（）18.2%（

件0 採用内定取り消し件2 退職勧奨件3 雇止め

）0.0%（）18.2%（）27.3%（

件0 労働条件の
引き下げ

件1 出向・配置転換件0 自己都合退職

）0.0%（）9.1%（）0.0%（

件0 雇用管理等件0 いじめ・嫌がらせ件3 その他の労働条件

）0.0%（）0.0%（）27.3%（

件0 その他

）0.0%（

件１１（２）処理件数

７件）（うち、当事者双方があっせんに参加し、あっせんを開催したもの

①処理の区分

件0 うちあっせんを開催せ
ずに合意したもの

件５当事者間の合意の成立

）0.0%（）45.5%（

件0 その他件0 申請の取り下げ

）0.0%（）0.0%（

件4 うち不参加による
打ち切り

件6 打ち切り

）36.4%（）54.5%（

②処理の期間

件1 ２か月超件2 １ヶ月を超えて
２か月以内

件8 １か月以内

）9.1%（）18.2%（）72.7%（



別添３
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助言・指導の例

令和６年度の助言･指導とあっせんの事例

自己都合退職に関する助言事例１

申出人（正社員）は役職者に退職を申し出たが退職できなかった（退

職願を再三提出したが、人員不足を理由に受理してもらえなかった）た

め助言の申出に至った。

事案の概要

● 事業主に対し、民法第627条では、「当事者が雇用の期間を定めな

かったときは、各当事者は、いつでも解約の申入れをすることができる。

この場合において、雇用は、解約の申入れの日から2週間を経過するこ

とによって終了する」ことを伝え、労働者には退職の自由があることを

踏まえて話し合いを行うよう促した。

● 助言を受けて事業主は申出人と話し合いを行い、申出人は希望する退

職日で円満退職した。

助言・指導の
内容・結果

シフト削減による賃金の減少に関する助言事例２

経営不振を理由に、それまで組まれている日数のシフトが確保されな

くなった。

このことには同意していないため、従前のシフト日数を確保してもら

いたいとして助言を申し出たもの。

事案の概要

● 事業主に対し、労働契約法第8条（労働条件の変更には労使合意が必

要であること）を説明。同意を得ないまま、それまで確保していたシフ

ト勤務日数を削減して組むようにすることは民事上問題となり、訴訟リ

スク等が否定できないことを伝えた。

また、確定したシフトを減少させることは労働基準法違反（休業手当

不払）となることも説明したうえで申出人との話し合いを促した（賃金

支払期日前段階での助言）。

● 助言に基づき、事業主は申出人と話し合いを行い、申出人が希望する

シフトを確保する条件が維持された。

助言・指導の
内容・結果
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あっせんの例

退職勧奨に関するあっせん事例１

入社間もなく事業主から退職勧奨を受けて退職した労働者から、精神

的苦痛及び経済的損失に対する補償金の支払いを求めるあっせん申請が

なされたもの。

事案の概要

● あっせん委員が事実確認したところ、退職勧奨に不適切な点があるこ

とが否めない事実が明らかとなった。

あっせん委員から事業主に対し、不適切な退職勧奨に基づきなされた

退職の意思表示は無効となる可能性があることを説明し、一定額の解決

金を支払い和解するよう促した。

本件では、申請人が事業主を誹謗中傷する可能性があったため、あっ

せん委員から申請人に対し誹謗中傷を含む迷惑行為をしないよう伝えた。

● 以上を踏まえ、双方で譲歩可能な解決金を事業主が支払うこと、及び、

紛争当事者が互いに誹謗中傷等を含めた迷惑行為を行わないことで合意

した。

あっせんの
ポイント・結果

解雇に関するあっせん事例２

試用期間中に解雇された労働者から、解雇に伴う経済的損失に対する

補償金の支払いを求めるあっせん申請がなされたもの。

解雇理由は能力不足とされていた。

事案の概要

● あっせん委員が当事者双方から事情を聴取したところ、本件解雇は、

訴訟に発展した場合、無効と判断される可能性があるため、委員から事

業主に対し、一定額の解決金を支払い和解するよう促した。

一方、申請人に対しては、申請人が求める補償金の額は裁判実務等を

踏まえると過大であることが否定できない旨、委員から説明した。

● 以上を踏まえて双方に譲歩可能な解決金を事業主が支払うことで合意

した。

あっせんの
ポイント・結果



（参考）

１ 趣旨
企業組織の再編や人事労務管理の個別化などに伴い、労働関係に関する事項につい

ての個々の労働者と事業主との間の紛争（以下「個別労働関係紛争」）が増加してい
ることにかんがみ、これらの紛争の実情に即した迅速かつ適正な解決を図るため、都
道府県労働局長の助言・指導制度、紛争調整委員会のあっせん制度の創設などによっ
て、総合的な個別労働関係紛争解決システムの整備を図る。

２ 規定の概要
⑴ 紛争の自主的解決（第２条）

個別労働関係紛争が生じたときは、紛争の当事者は、自主的な解決を図るように
努めなければならないものとする。

⑵ 都道府県労働局長による情報提供、相談等（第３条）
都道府県労働局長は、個別労働関係紛争の未然防止および自主的解決の促進のた

め、労働者または事業主に対し、情報の提供、相談その他の援助を行うものとする。

⑶ 都道府県労働局長による助言および指導（第４条）
都道府県労働局長は、個別労働関係紛争（労働関係調整法に規定する労働争議に

当たる紛争等を除く）に関し、当事者の双方または一方からその解決につき援助を
求められた場合には、当事者に対し、必要な助言または指導をすることができるも
のとする。

⑷ 紛争調整委員会によるあっせん（第５・６・12・13条）

イ 都道府県労働局長は、 前条に規定する個別労働関係紛争について、当事者の双
方または一方からあっせんの申請があった場合において、当該紛争の解決のため
に必要があると認めるときは、紛争調整委員会にあっせんを行わせるものとする。

ロ 都道府県労働局に、紛争調整委員会を置くものとする。

ハ あっせん委員は、当事者間をあっせんし、双方の主張の要点を確かめ、実情に
即して事件が解決されるように努めなければならないものとする。

ニ あっせん委員は、当事者等から意見を聴取し、事件の解決に必要なあっせん案
を作成し、これを当事者に提示することができるものとする。

⑸ 地方公共団体の施策等（第20条）
地方公共団体は、国の施策と相まって、地域の実情に応じ、労働者または事業主

に対し、情報提供、相談、あっせんその他の必要な施策を推進するように努めるも
のとし、国は、地方公共団体の施策を支援するため、情報の提供その他の必要な措
置を講ずるものとする。

また、当該施策として都道府県労働委員会が行う場合には、中央労働委員会が、
当該都道府県労働委員会に対し、必要な助言または指導をすることができるものと
する。
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